
区　分 内　容

期末・
勤勉手当

期末手当 勤勉手当

6月期 1.2625月 0.95625 ～ 1.16875月

12月期 1.2625月 0.95625 ～ 1.16875月

職制上の段階などによる加算措置あり
勤勉手当：直近の人事評価の結果により変動

退職手当

自己都合 定　年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

【その他の加算措置】
定年前早期退職特例措置3～ 45％加算

扶養手当 子	 1人につき月額	13,000円
父母など	 1人につき月額	 6,500円

住居手当 借家	 最高月額	 28,000円

通勤手当

交通機関利用者	 最高月額	 150,000円

交通用具利用者（片道2km以上）
月額2,000円～ 66,400円

駐車場等利用者	 最高月額	 5,000円

大学卒 高校卒

10年 287,200円 253,800円

20年 358,000円 334,000円

25年 412,900円 352,100円

30年 422,500円 385,500円

⑤ 経験年数別・学歴別平均給料月額

⑥ 手当

① 人件費　令和７年度普通会計決算見込み

平均給料月額 平均年齢

335,900円 40.9歳

③ 平均給料月額および平均年齢

※100円未満は四捨五入

※100円未満は四捨五入

区　分 初任給 採用２年経過日

大学卒 232,000円 240,900円

高校卒 200,300円 211,600円

④ 初任給

※100円未満は四捨五入

② 職員給与費　令和７年度普通会計決算見込み

※�人件費には、職員給与のほか特別職や各種委員会委員の報酬などが
含まれる

※�職員給与費は、人件費から共済費や退職手当、特別職の給与などを
除いたもの

歳出総額
1,395億5,233万5千円

歳出総額
84億9,603万1千円

給料
52億4,947万3千円
61.8％

期末・勤勉手当
21億3,938万6千円
25.2％

職員手当
11億717万2千円
13.0％

人件費
147億1,077万6千円
10.5％

その他
1,248億4,155万9千円
89.5％

区　分 給料・報酬 期末手当
市　長 940,000円

6月期 1.75月分
12月期 1.75月分

計   3.5月分

副市長(総括担当) 755,000円

副市長(事業担当) 675,000円

教育長 675,000円

議　長 500,000円

副議長 420,000円

議　員 400,000円

⑧ 特別職の給料・報酬 ⑦ 級別職員数
区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１級 主 事 級 215人 15.2%
２級 主任主事級 198人 14.0%
３級 主 査 級 205人 14.5%
４級 副 主 幹 級 385人 27.2%
５級 主 幹 級 211人 15.0%
６級 副 課 長 級 95人 6.7%
７級 課 長 級 85人 6.0%
８級 部 長 級 19人 1.4%

計 1,413人 100.0%

⑨ 部門別職員数　　
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
令和７年 令和８年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 　 会 10 10 0

総務・企画 313 311 ▲ 2 （減）国勢調査事務の終了およびシステム標準化事務の減に伴
う配置調整

税 　 務 74 74 0

民 　 生 185 184 ▲ 1 （減）執行体制の見直し

衛 　 生 88 88 0

農 林 水 産 105 103 ▲ 2 （減）畑地かんがい事務体制の見直し

商 　 工 69 75 6 （増）雇用対策事務の体制強化、スポーツ施設関連工事の増

土 　 木 132 130 ▲ 2 （減）国スポ・障スポ関連施設設備事務の終了に伴う配置調整

計 976 975 ▲ 1

教育部門 101 105 4 （増）教育施設課の新設。埋蔵文化財事務の増。都城島津邸関
連事務の体制見直し

消防部門 183 183 0

小　　計 1,260 1,263 3

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　　道 53 54 1 （増）下水道財務事務の受入れ

下 水 道 23 22 ▲ 1 （減）下水道財務事務の移管

そ の 他 75 74 ▲ 1 （減）執行体制の見直し

小　　計 151 150 ▲ 1

合　　計 1,411 1,413 2

※職員数は、休職者や派遣職員などを含む部門別の一般職に属する職員の計であり、会計年度任用職員は含まない
※各部門は、国の調査（地方公共団体定員管理調査）に基づく分類であり、本市行政組織上の各部局と一致しない

免　職 停　職 減　給 戒　告

１ 1 2 0

⑩ 懲戒処分

表③～⑨は令和８年４月１日現在のもの

詳しい情報は、市ホームページに
掲載しています
市政情報＞市職員の人事・給与

区分
経験年数

区分
部門

▲は減員

市職員の給与と定員状況
市職員の給与は、民間給与実態調査に基づいた人事院勧告を受けて決め

られる国家公務員などの給与に準じて、条例や規則で定めています。
	 ◎問い合わせ	 給与について	 職員課	 ☎ 23‒2119
		  定数について	 総合政策課	 ☎ 23‒7161
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